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１． 開会 
 

２． 議題 
（１）地域包括ケア推進業務の進捗状況について 
（２）今後の動きについて（年度後半から来年度にかけて） 
（３）地域共生社会に関する施策の推進について 
（４）その他 
 
３． 閉会 
 
 
《配付資料》 
資料１  地域包括ケア推進業務のこれまでと今後の取組 
資料２  今後の動きについて（年度後半から来年度にかけて） 
資料３  地域共生社会の実現に向けた取組の推進（全国担当者会議 資料等） 
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平成２９年１０月１０日 
関 東 信 越 厚 生 局   

地域包括ケア推進業務のこれまでと今後の取組 

推進本部関係 

○第６回地域包括ケア推進本部会議（４月１１日） 

○第７回地域包括ケア推進本部会議（７月１１日） 

○第８回地域包括ケア推進本部会議（１０月１０日） 

＜今後の予定＞ 

○第９回地域包括ケア推進本部会議（１月９日） 

都県協議会関

係 

○第４回関東信越厚生局地域包括ケア推進都県協議会（５月３０日） 

○各都県への訪問（６月２８日～８月１０日） 

○第５回関東信越厚生局地域包括ケア推進都県協議会（８月２３日） 

＜今後の予定＞ 

○第６回関東信越厚生局地域包括ケア推進都県協議会（２月上旬） 

政令市意見交

換会関係 

○第２回管内政令指定都市意見交換会（６月７日） 

＜今後の予定＞ 

○第３回管内政令指定都市意見交換会（１１月下旬） 

情報の収集と

発信（ホームペ

ージ）関係 
○会議、イベント、視察情報、好事例の公募等を発信中 

啓発活動（セミ

ナー等）関係 

○第６回地域包括ケア応援セミナー（７月１３日） 

※生活支援コーディネーターと協議体の協働による新しい地域支援について 

○第７回地域包括ケア応援セミナー（９月２２日） 

※大規模集合住宅における地域包括ケアの推進について（第２弾） 

＜今後の予定＞ 

○第８回地域包括ケア応援セミナー（１１月１０日） 

※認知症を知ろう！  ※関東経済産業局と共催予定 

 

講演と後援関

係 

（講演） 

○埼玉県介護支援専門員実務研修（４月１４日） 

○栃木県市町職員養成研修（４月２５日） 

○群馬県在宅医療・介護連携研修会（６月１４日） 

○山梨県地域包括・在宅介護支援センター協議会研修会（６月２８日） 

○東京単一健康保険組合運営協議会総会（６月２９日） 

○全国住宅供給公社等連合会職員研修会（７月１２日） 

○北杜市住民主体による高齢者の外出支援サービスモデル事業審査委員

会オブザーバー（７月２５日） 

資料１ 



 

＜今後の予定＞ 

○都道府県看護協会支部役員等研修会（１０月２４日） 

（後援） 

○千葉県医師会「認知症啓発強化週間」（７月２５日承認） 

○（株）新潟日報社「福祉・介護・健康フェア 2017」（８月４日承認） 

認知症施策 

関係 
○第５回地域包括ケア推進都県協議会で実施（８月２３日） 

地域包括ケア

推進課長会議 

○地方厚生（支）局地域包括ケア推進課長会議（７月４日） 

＜今後の予定＞ 

○未定 

さいたま新都

心意見交換会 

○第４回さいたま新都心意見交換会（６月１５日） 

＜今後の予定＞ 

○取組事例の視察等 

大規模集合住

宅勉強会 

○第５回大規模集合住宅勉強会（４月２４日） 

※関東地方整備局、ＵＲ、全国住宅供給公社等連合会、高齢者住宅財団  

○幸手団地視察及び第６回勉強会（７月２１日） 

＜今後の予定＞ 

○未定 

関東地方整備

局住宅整備課

との連携 

○居住支援協議会ヒアリング 

 千代田区（４月１７日）、杉並区（４月１９日）、文京区（４月２４日） 

小谷村（６月１６日）、茅ヶ崎市（６月２１）、府中市（７月２５日） 

江戸川区（８月２９日）、上尾市（９月５日） 

○第１回関東ブロック市区町村居住支援協議会情報交換会（６月２６日） 

 ※関東地方整備局と共催 

＜今後の予定＞ 

○居住支援協議会ワークショップ（１０月１１日） 

○第２回関東ブロック市区町村居住支援協議会情報交換会（１０月１８日） 

※関東地方整備局と共催  

基金・交付金 

関係 
○地域医療介護総合確保基金都県ヒアリング（５月９日～１２日） 

介護保険事業

（支援）計画 

関係 

＜今後の予定＞ 

○第７期介護保険事業（支援）計画都県ヒアリング 

（１０月２５日～１１月６日） 

○同上訪問調査（未定） 



今後の動き
～年度後半から来年度にかけて～

平成２９年１０月１０日（火）

関東信越厚生局健康福祉部

地域包括ケア推進課

資料２



１０月末頃 １２月頃 ２月頃 ４月～

介護保険事業計画
ヒアリング
（３年に一度）

第７期
サービス見込み量セット
介護保険料セット

診療報酬・介護報酬
改定率決定

保険者機能強化の
新予算決定

地域共生社会の実現に向けた取組支援

同時改定説明
（地域包括ケア視点）

新予算を活用した新たな
保険者支援の実施
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１ 介護保険事業（支援）計画の策定
（医療計画・地域医療構想との整合性）

２ 診療報酬と介護報酬の同時改定

３ 保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止
に向けた取組の推進

４ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進
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保険者機能の発揮
（市町村）

介護保険以外の
施策との連動

介護保険事業計画の
策定・実施・評価

・給付分析（全国、県内との比較）、
日常生活圏域ニーズ調査等によ
る課題の把握

・サービス量と費用の将来推計、
保険給付や事業の方針策定、
３年間の保険料水準の設定

・計画策定委員会等による議論
住民、議会への説明

被保険者の尊厳と自立
を支援する保険給付と
地域支援事業の実施

保険料の徴収、
保険財政の運営

○介護保険は、各保険者の給付する介護サービスの量や種類等が、それぞれの保険者の保険料水準に反映される制度。

○保険者の役割は、介護保険法の目的に沿って、共同連帯の仕組みである介護保険を運営すること。
どのような保険料水準でどのようなサービス水準を目指していくのか、保険者機能の発揮が求められている。

○このため、保険者は、給付分析やニーズ調査などにより課題を把握し、住民や関係者の意見を踏まえて、３年ごと
の「介護保険事業計画」を策定・実施する。

○地域包括ケアシステムの構築に向け、平成２４年度からの第５期計画の着実な推進と、平成２７年度からの第６期
計画の策定に向けた準備に取り組む。都道府県においては、保険者支援等を推進。

・介護給付適正化事業
（認定調査点検、ケアプラン点検、
縦覧点検等の主要５事業）

どのような保険料水準で
どのようなサービス水準を
目指していくのか

・医療、住宅施策、
各種の地域施策
まちづくり

都道府県による保険者支援・事業指導
（介護保険事業支援計画）

・地域ケア会議

・地域包括支援センター

第５期計画（平成２４～２６年度）
地域包括ケアシステムの構築に向けて、
①認知症支援策の充実
②医療との連携
③高齢者の居住に係る施策との連携
④生活支援サービスの充実

といった重点的に取り組むべき事項を位置づける等

介護保険事業（支援）計画と保険者機能
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市区町村 都道府県 国（地方厚生局）

7月

8月

9月

10月

11月

12月

H30 1月

2月

3月

4月

介護保険事業支援計画を
議会に報告

介護保険部会の開催
全国課長会議の開催

各種調査結果等の分析を基に
サービス見込み量の設定作業

都道府県との調整
（ヒアリング）

市町村、国（地方厚生（支）局）と
の調整（ヒアリング）

第７期介護保険事業（支援）計画スタート

市町村への情報提供
連絡会議等の開催

★見える化システム４．０次リリース
（推計ツール（確定版）の情報提供）

★見える化システム４．５次リリース（機能拡充）
• 調整交付金の緩和措置の反映
• 推計データ比較機能の拡充
• 必要利用（入所）定員総数の登録機能

介護保険改正法成立

サービス見込量、必要利用（入所）定員
総数の提出

サービス見込量、必要利用（入所）定員
総数の提出

サービス見込量、必要利用（入所）定員
総数の集計

サービス見込量の提出 サービス見込量の提出 サービス見込量の集計

サービス見込量、必要利用（入所）定員
総数の提出

サービス見込量、必要利用（入所）定員
総数の提出

サービス見込量、必要利用（入所）定員
総数の集計

介護保険事業計画を議会に報告
介護保険条例の改正

全国課長会議の開催

都道府県、（地方厚生（支）局）と
の調整（ヒアリング）

第７期介護保険事業（支援）計画の策定スケジュールについて

サービス見込み量の策定作業
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医療機能の分化・連携と、地域包括ケア
システムの構築を一体的に推進

平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度平成２６年度 平成３０年度

同時改定
（予定）

基金（医療分のみ） 基金（介護分を追加） 基金 基金

総合確保方針

医療計画
基本方針

病床機能報告

医療介護
総合確保法

改正医療法

改正介護保険法

総合確保方針

介護保険事業
（支援）計画策定

医
療
計
画

策
定

介
護
保
険
事
業

（支
援
）計
画
策
定

介護保険事業
計画基本指針

介護保険事業
計画基本指針

・2025年度までの
将来見通しの策定

介護報酬改定 診療報酬改定
基金造成・執行

地域医療構想（ビジョン）の策定

第6期介護保険事業（支援）計画に位置付けた施策の実施

・2025年の医療需要と、目指すべき医療提供体制
・目指すべき医療提供体制を実現するための施策

・介護サービスの拡充／・地域支援事業による在宅医療・介護連携、地域ケア会議、認知症
施策、生活支援・介護予防等の推進

第6次医療計画 第７次医療計画
第７期介護保険
事業計画第5期介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画

病床機能分化・
連携の影響を
両計画に反映

医療保険制度改革法案の成立
（平成２７年５月２７日）

必要な措置を平成29年度までを目途に順次講ずる

地域医療構想の
ガイドライン（年度末）

・医療保険制度の財政基盤の安定化
・保険料に係る国民の負担に関する公平の確保
・保険給付の対象となる療養の範囲の適正化 等

医療保険制度改革

医療と介護の一体的な改革に係る今後のスケジュール

病床機能報告 病床機能報告

＋

病床機能報告

改正介護保険法
※現在国会審議中

介護報酬改定（臨時）
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１ 介護保険事業（支援）計画の策定
（医療計画・地域医療構想との整合性）

２ 診療報酬と介護報酬の同時改定

３ 保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止
に向けた取組の推進

４ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進
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平成３０年度の診療報酬改定に向けた主な検討項目

・ アウトカムに基づく評価
・ 患者や家族等への情報提供や相談支援
・ 医療機能等に関する情報提供や公表
・ 患者の選択に基づくサービス提供

① 入院医療
・ 医療機能、患者の状態に応じた評価
・ 医療従事者の負担軽減 等
② 外来医療
・ かかりつけ医・歯科医機能
・ 生活習慣病治療薬等の処方 等
③ 在宅医療
・ 患者の特性等に応じた評価
・ 訪問リハビリテーション指導管理 等
④ 医療と介護の連携
・ 療養病床・施設系サービスにおける医療
・ 維持期のリハビリテーション 等

１．医療機能の分化・連携の強化、地
域包括ケアシステムの構築の推進

２．患者の価値中心の安心・安全で
質の高い医療の実現

・ 緩和ケアを含むがん
・ 認知症
・ 精神医療
・ リハビリテーション
・ 口腔疾患の重症化予防等
・ 薬剤管理業務

① 医療品、医療機器等の適切な評価
・ 薬価制度の抜本改革
・ 費用対効果
・ 新しい医療技術の保険適用 等
② 次世代の医療を担うサービスイノベーショ
ンの推進

・ バイオテクノロジー、ＩＣＴ、ＡＩ（人工知能）な
どの新たな技術への対応 等

４．持続可能性を高める効果的・効率
的な医療への対応

３．重点分野、個別分野に係る質の
高い医療提供の推進

中医協 総－4参考2（改）
2 8 . 1 2 . 2 1
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経済・財政再生計画改革工程表 2016改訂版（抜粋）
（平成28年12月21日経済財政諮問会議決定）

平成30年度介護報酬改定に向けた検討事項について

○ 平成30年度介護報酬改定に向けた課題については、本年４月より社会保障審議会介護給付費分科会において検討し、本年
末頃結論を得る予定。

介護保険部会等において検討すべきとされた主な事項 介護保険制度の見直しに関する意見より抜粋
（平成28年12月９日社会保障審議会介護保険部会）

○リハビリテーションの見直し
通所リハビリテーションと通所介護の役割分担と機能強化等

○中重度者の在宅生活を支えるサービス機能の強化
小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護等につ
いて、サービス提供量の増加や機能強化・効率化の観点からの人員基
準や利用定員等の見直し

○特別養護老人ホーム
施設内での医療ニーズや看取りに、より一層対応できるような仕組み

○医療サービスと介護サービスの連携の推進
入退院時における入院医療機関と居宅介護支援事業所等との連携

○生産性向上・業務効率化
ロボット・ＩＣＴ・センサーを活用している事業所に対する報酬・人員基
準等の見直し

○訪問介護における生活援助
生活援助を中心にサービス提供を行う場合の緩和された人員基準の
設定等

～2016年度
2019
年度2017年度 2018年度

負担
能力
に応
じた
公平
な負
担、
給付
の適
正化

通常国会 年末 通常国会

集中改革期間

＜㉗公的保険給付の範囲や内容について適正化し、保険料負担の上昇等を抑制するための検討＞
＜(ⅰ)次期介護保険制度改革に向け、軽度者に対する生活援助サービス・福祉用具貸与等やその他の給付に
ついて、給付の見直しや地域支援事業への移行を含め検討＞

軽度者に係る生活援助、福祉用具貸
与及び住宅改修に係る負担の在り方
について、関係審議会等において検討

軽度者に対する生活援助サービスや
その他の給付の在り方について、関係
審議会等において検討

集中改革期間

生活援助を中心に訪問介護を行う場合の人員基準の緩和やそれ
に応じた報酬の設定について、関係審議会等において具体的内
容を検討し、平成30年度介護報酬改定で対応

通所介護などその他の給付の適正化について、介護報酬改定の
議論の過程で関係審議会等において具体的内容を検討し、平成
30年度介護報酬改定で対応

軽度者に対する生活援助サービスやその他の給付の地域支援事業への移行について、介護予防訪問介護等の移行状況等を
踏まえつつ、引き続き関係審議会等において検討し、その結果に基づき必要な措置を講ずる

概算要求
税制改正要望等

経済・財政再生計画 改革工程表
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在宅療養支援診療所

居宅介護支援事業所

訪問看護ステーション 急性期病院

退院時共同指導加算

退院時共同指導料１

退院・退所加算

退院支援加算

※算定の詳細は別紙

４００点

４００点１５００点

退院後の在宅での療養上
必要な説明及び指導を
共同※で行い文書で提供

３００単位

６００単位

退院前訪問指導料

（１．一般の場合）
入院後３日以内に退院支援の必要性を判断
７日以内に退院支援計画書を作成

１ 一般 ６００点
療養 １２００点

２ 一般 １９０点
療養 ６３５点

診療報酬と介護報酬の相関図（退院支援）

５８０点

退院時リハビリテーション指導料
３００点

退院時薬剤情報管理指導料

９０点

※入院中の病院の医師等
退院後の在宅療養を担う医師等
訪問看護ステーションの看護師等
介護支援専門員 等

＊退院後の初回の訪問時に加算

退院時共同指導加算

６０００円

＊在宅療養支援診療
所以外の場合９００点

医療保険 介護保険

注２ ２５０点

退院日から２週間以内に
診療情報を文書で提供

退院時共同指導料２
退院前在宅療養
指導管理料

１２０点

介護支援連携指導料

居宅サービス事業者
地域密着型サービス事業者等

年3回以上の面談
11

＊この相関図とは別に「注４」の地域連携診療
計画加算が算定できる場合がある

診療情報提供料（Ⅰ）

※個々に算定可

※個々に算定可

参考



在宅療養支援診療所（強化型でない）

居宅介護支援事業所

診療報酬と介護報酬の相関図（在宅医療）

在宅患者訪問診療料

医療保険 介護保険

在宅時医学総合管理料

訪問看護指示料

２０分未満 ３１０単位

居宅療養管理指導費
居宅介護支援費

情報提供

医師 ２９２単位（在総管を算定した場合）
管理栄養士 ５３３単位

３００点

３,８００点８３３点

往診料

急性増悪等の場合

※週４日以上の頻回の訪問
看護が必要となり特別訪問
看護指示書を作成した場合

特別訪問看護指示加算

※患家から求めがあった場合
（別に再診料７２点も算定可）

７２０点

１００点

指
示
書

在宅寝たきり患者
処置指導管理料

（在宅療養指導管理料）

情
報
提
供

１,０５０点

処方せん等で指示

（月１回）（１日につき）
週３日まで ５,５５０円
週４日目以降６,５５０円

報告

※自院の看護師が訪問看護を行う場合
は、在宅患者訪問看護・指導料を算定

※急変に伴い、訪問薬剤管理
指導を指示した場合

（１回につき）

（月１回）

（原則月１回）

（原則月１回）

※別途加算あり

（１回につき）

（１月につき）

情
報
提
供

５０３単位

保険薬局

在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料

５００点

（１回につき）

（１回につき）

歯科診療所

歯科訪問診療料３
１２０点

居宅療養管理指導費
歯科医師 ５０３単位
歯科衛生士 ３５２単位

（１回につき）

（１日につき）

居宅療養管理指導費

月の初日 ７,４００円
２日目以降 ２,９８０円

要介護５で自宅で療養、強化型でない在宅療養支援診療所から月に２回の定期的な訪問診療を受け、
訪問看護ステーションから訪問看護、在宅療養支援歯科診療所から訪問診療を受けている場合

（１日につき）

報告

訪問看護ステーション（強化型でない）

指
示
書

訪問看護費

訪問看護基本療養費

訪問看護管理療養費

（１日につき）

（１回につき）

12

処方せん等で指示

１,３５３単位

参考



１ 介護保険事業（支援）計画の策定
（医療計画・地域医療構想との整合性）

２ 診療報酬と介護報酬の同時改定

３ 保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止
に向けた取組の推進

４ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進
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データに
基づく
地域課題
の分析

取組内容・
目標の計画へ
の記載

保険者機能の発揮・向上（取組内容）

・ リハビリ職等と連携して効果的な介護予
防を実施
・ 保険者が、多職種が参加する地域ケア
会議を活用しケアマネジメントを支援

等

適切な指標に
よる実績評価

・ 要介護状態
の維持・改善
度合い
・ 地域ケア会
議の開催状況

等

インセンティブ

・ 結果の公表
・ 財政的インセン
ティブ付与

都道府県が研修等を通じて市町村を支援

３．保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた取組の推進

見直し内容

国による
分析支援

H23年
H27年

17.3
18.0

9.6 9.3

19.6
18.6

要介護認定率の推移

先進的な取組を行っている
和光市、大分県では
● 認定率の低下
● 保険料の上昇抑制

全国 和光市 大分県

○ 高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、制度の持続可能性を
維持するためには、保険者が地域の課題を分析して、高齢者がその有する能力に応じた自
立した生活を送っていただくための取組を進めることが必要。

○ 全市町村が保険者機能を発揮して、自立支援・重度化防止に取り組むよう、
① データに基づく課題分析と対応（取組内容・目標の介護保険事業（支援）計画への記載）
② 適切な指標による実績評価
③ インセンティブの付与
を法律により制度化。

※主な法律事項
・介護保険事業（支援）計画の策定に当たり、国から提供されたデータの分析の実施
・介護保険事業（支援）計画に介護予防・重度化防止等の取組内容及び目標を記載
・都道府県による市町村支援の規定の整備
・介護保険事業（支援）計画に位置付けられた目標の達成状況についての公表及び報告
・財政的インセンティブの付与の規定の整備

～ 保険者機能の抜本強化 ～
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保険者機能の強化
（29予算） ５. １億円→（30要求）６．７億円

○高齢者の自立支援、重度化防止、介護予防の横展開【一部新規】
２．９億円→ ３．６億円

高齢者の自立支援・重度化防止・介護予防の取組の横展開を図るため、
都道府県を通じたアドバイザー派遣や集団研修などを実施することで、
保険者による給付実態の分析、地域ケア会議の活用によるケアマネジメ
ント支援などを推進するとともに、都道府県への研修会や技術的支援も
実施する。
・介護給付適正化推進特別事業【拡充】
・保険者機能強化中央研修【拡充】
・地域包括支援ｾﾝﾀｰが実施するｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援に関する指導者
養成研修【新規】 など

※ 介護保険制度における保険者による自立支援、重度化防止等に向けた取組を推進する
ための財政的インセンティブの付与の在り方については、予算編成過程で検討する。

15
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１ 介護保険事業（支援）計画の策定
（医療計画・地域医療構想との整合性）

２ 診療報酬と介護報酬の同時改定

３ 保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止
に向けた取組の推進

４ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進
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障害福祉サービス事業所等

介護保険事業所

４．地域共生社会の実現に向けた取組の推進

新たに共生型サービスを位置づけ

○ 高齢者と障害児者が同一の事業所でサービスを受けやすくするため、 介護保険と障害福祉両方の制度に
新たに共生型サービスを位置付ける。（指定基準等は、平成30年度介護報酬改定及び障害福祉サービス等報酬改定時に検討）

サービスを提供する場合、
それぞれ指定基準を
満たす必要がある

共生型サービス事業所
新

介護保険事業所障害福祉サービス事業所等

高齢者障害児者
高齢者障害児者 障害福祉サービス事業

所等であれば、介護保険
事業所の指定も受けや
すくする特例を設ける。
※逆も同じ

※対象サービスは、
①ホームヘルプサービス、
②デイサービス、
③ショートステイ等を想定

現行

「我が事・丸ごと」の地域作り・包括的な支援体制の整備

１．「我が事・丸ごと」の地域福祉推進の理念を規定
地域福祉の推進の理念として、支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、住民や福祉関係者に

よる①把握及び②関係機関との連携等による解決が図られることを目指す旨を明記。

２．この理念を実現するため、市町村が以下の包括的な支援体制づくりに努める旨を規定
○ 地域住民の地域福祉活動への参加を促進するための環境整備
○ 住民に身近な圏域において、分野を超えて地域生活課題について総合的に相談に応じ、関係機関と連絡調整等を行う体制（＊）

○ 主に市町村圏域において、生活困窮者自立相談支援機関等の関係機関が協働して、複合化した地域生活課題を解決するための体
制

３．地域福祉計画の充実
○ 市町村が地域福祉計画を策定するよう努めるとともに、福祉の各分野における共通事項を定め、上位計画として
位置づける。（都道府県が策定する地域福祉支援計画についても同様。）

（＊）例えば、地区社協、市区町村社協の地区担当、地域包括支援センター、相談支援事業所、地域子育て支援拠点、利用者支援事業、社会福祉法人、
ＮＰＯ法人等

※法律の公布後３年を目途として、２の体制を全国的に整備するための方策について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる旨の附則を置く。
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